適切かつ効果的な状況下で学校現場のパワハラ一掃のための対策を講じ、職場環境の改善を図ることに関する項目
ハラスメント相談窓口については、校内の相談窓口以外に、府立学校の教職員に対しては教職員人事課の窓口、大阪府職員総合相談センター、府教育センターのハラスメント専門相談員による窓口がある。府費負担教職員に対しては府教育センターのハラスメント専門相談員による窓口がある。相談窓口では、相談者のプライバシーに十分配慮しながら、相談者の立場に立ち、受容・傾聴に心がけながら聞き取り等の調査を行い、パワー・ハラスメントの問題解決を迅速かつ適切に行えるように努めているところ。
　年金不支給期間の再任用教職員の賃金引き上げ、フルタイムの再任用教職員に担任・分掌等定年退職前と同様の勤務を行わせる場合には同一労働同一賃金の原則を守ることに関する項目
再任用職員の給与のあり方については、平成26年度の人事院勧告において、再任用職員の給与水準に関しては今後の再任用制度の運用状況を踏まえ、必要な検討を行っていく旨の考えが示されており引き続き国の動向を注視していきたい。
　違法な時間外労働を前提とした学校の業務をすべて禁止することに関する項目
府教育委員会としては、「違法な時間外労働」はないものと認識している。
時間外労働に対して、超過勤務手当を支給することに関する項目
教育職員については、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」により、時間外勤務手当及び休日勤務手当は支給されず、教職調整額を支給しなければならないとされており、超過勤務手当の支給に対するご要求に応じることは困難。

　時間外労働に対して、15分単位の勤務時間の割り振り変更を認めることに関する項目
時間外労働に対する勤務時間の割振り変更を認めることはできない。
　病気休暇について、体調不良の場合は医師に受診しなくても、管理職の判断で認められる制度に改め、当面の間、診断書の最長での提出を年度で区切らず、病休を診断書通りに取れるようにすることに関する項目
病気休暇の承認手続きについては、勤務時間、休暇等の運用についてのより一層の適正化が求められる中、病気休暇取得事由を客観的に確認できるよう、皆様方との協議を経て、承認手続きの見直しを行ったもの。今後とも学校現場において制度の適切な運用がなされるよう努めていきたい。

　給与半減に至る病気休暇の取得90日の通算方法について、時間単位での病休取得は通算しないよう通算方法を戻すことに関する項目
病気休暇の通算について、時間単位の病休については、国においても１日（１回）として通算されており、皆様方との協議を経て実施しているところ。

　社会・経済情勢の変化による申請事務の増大、日本育英会から日本学生支援機構への機構再編後の返還金取り立て強化に伴う相談増など、教職員による奨学金事務の業務負担が課題になっていることから、推薦事務の返上や必要な要員確保・担当者の授業軽減を図るなど、業務負担の軽減を図ることに関する項目
日本学生支援機構の奨学金に関する事務については、独立行政法人日本学生支援機構法施行令、独立行政法人日本学生支援機構に関する省令、日本学生支援機構の業務方法書、及び奨学規定において、日本学生支援機構の奨学金の貸与を受けるための推薦書の作成や、資格の審査等の作業の主体は、当該生徒が在籍する、もしくは卒業した学校の校長が行うものと定められており、それが進路指導等の校務分掌の中で教職員の方々にお願いしているところ。奨学金の事務については施行令、省令等に基づき、独立行政法人日本学生支援機構と各学校が直接手続きを行うこととなっている。大阪府教育委員会では、今年度より高等学校課が所管しており、学校における指導が円滑に行われるよう、生徒・保護者に向けた学生支援機構奨学金の周知・広報や、相談事業を行うなど、進学に困難な方の支援にあたっている。なお、奨学金の作業要員を各校に配置することは困難。

　教職員の業務負担軽減のために導入されたはずの統合ＩＣＴシステムの運用について、度重なるトラブルが発生し、特にこれを担当する教職員の負担増となっている。ＰＣ端末やＨＤＤ、ハブ等の更新、メンテナンスの充実を図るなど、正常な動作環境を確保するとともに、統合ＩＣＴを担当する教職員の授業時間軽減を図るなど、業務負担の軽減を図ることに関する項目
サーバの設定上のミスの是正対応により、平成26年7月以降、サーバ全体が停止することは無くなった。小規模での停止は、現在まで16回あった。これについても引き続きサーバの設定内容の見直しを行い、改善を図っている。平成27年2月2日、3日、9日、18日の早朝にログオンに時間がかかる事象が発生した。これについても適切に対応し、３月の学年末成績作業時には、安定して稼働することができた。今後も統合ＩＣＴネットワークの安定化を図り、障害等が発生した際には、迅速な対応を行っていく。

　校務処理システムについても、担当する教員の授業時間軽減を図るなど、業務負担の軽減を図ることに関する項目
平成26年12月以降は校務処理関連のサーバは安定稼動しており、２学期期末、学年末の成績処理によるシステム繁忙期は大きなトラブルはなかった。より安定稼働を図っていく。

転任の基準に関して、女性の比率、人権に配慮する基準を復活させることに関する項目
府立学校教員人事取扱要領については、平成25年度に改訂し、全体として文言の整理や項目の統合などを行い、簡素化と明確化を図ったもの。旧人事取扱要領に示されていた「府立学校教員人事の重点」について、方針に変更はない。今後も人材の配置については、各学校の実情に応じて、校長・准校長の具申をもとに、専門性や経験、年齢等も考慮して適正な配置に努める。
　授業改善のために導入したはずの授業アンケートを活用した「教職員の評価・育成システム」の評価結果の給与等への反映をやめることに関する項目
評価結果の給与への反映については、平成19年度から、前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当における勤務成績の判定に活用したところ。また、平成24年度からは、上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。なお、大阪府立学校条例で教員の授業に関する評価は生徒又は保護者による授業に関する評価を踏まえて行うものと規定されたことを受け、授業アンケートを、授業を行う教員の育成に役立てるとともに、その結果を「教職員の評価・育成システム」において「授業力」評価を行うための重要な一要素として位置付けている。

　再任用職員について、雇用・年金の接続の趣旨を踏まえ、評価・育成システムによる給与反映を撤回するなど、改善を図ることに関する項目について、評価結果の再任用職員への勤勉手当への反映は、職員基本条例の趣旨を踏まえ、行っているもの。
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